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【資料１】 

令和３・４年度 肝炎対策事業の取組概要について 

 

１．肝炎予防 

 

 

 

  ウイルス性肝炎に関する正しい知識の普及、早期の肝炎ウイルス検査受検、医療機関の受診に

ついて、周知啓発を実施。 

  主な取組として、各保健所に「肝臓週間」ポスター配布、奈良新聞広報「なら健康だより」に

肝臓週間について掲載。 

 

○奈良新聞「なら健康だより」（2021 年 7 月 27 日付） 

 

 

○奈良新聞「なら健康だより」（2021 年 11 月 23 日付） 

 

 

 

 

・感染の危険性のあるリスクを自覚した対応を図るよう、肝炎に対する正しい知識をもつ 

・県民の肝炎ウイルス検査受検の促進を図る。 
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２．肝炎の早期発見 

 

 

 

 

肝炎ウイルス検査の受検体制の整備 

 厚生労働省の特定感染症検査事業実施要綱にもとづき県内保健所、平成 30 年度から地域の

身近な医療機関で肝炎ウイルス検査を受けられる体制として肝炎ウイルス検査受診率向上事

業として委託医療機関において肝炎ウイルス検査を実施。市町村における肝炎ウイルス検査

（健康増進事業）を実施。 

 

 

  ※R３年度分のみ数値確定未のため奈良市分含まず。 

 

医療機関委託分実施数  201 件（H30 年度） 445 件（R 元年度） 406 件（R2 年度） 320 件（R3 年度） 

   （参考 委託医療機関数） 112（H30 年度）     47（R 元年度）   104 (R2 年度)    107（R3 年度） 

       

 

 表１ 特定感染症検査等事業、肝炎検査受診率向上事業（医療機関委託分）における陽性者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・県民に肝炎ウイルス感染の状況を確認する機会を提供する。 

図１ 特定感染症検査等事業分（奈良市含む）＋肝炎検査受診率向上事業（医療機関委託分）の実施状況について 

※R2,R3 年度は、新型コロナ対応により保健所肝炎ウイルス検査実施なし。 

（人） 

出典：奈良県調べ 

出典：奈良県調べ 

陽性者数 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R３年度

B型 2 4 2 2 2 1

C型 2 2 1 6 2 0
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図２ 市町村肝炎ウイルス検診（健康増進事業）受診者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 市町村肝炎ウイルス検診（健康増進事業）40 歳受診者数・受診率 

（％） 

 出典：市町村肝炎ウイルス検診実績報告 
 

出典：市町村肝炎ウイルス検診実績報告 出典：市町村肝炎ウイルス検診実績報告 

出典：市町村肝炎ウイルス検診実績報告 

出典：市町村肝炎ウイルス検診実績報告 

図４ 市町村肝炎ウイルス検診（健康増進事業）40 歳受診率（県・全国） 

出典：市町村肝炎ウイルス検診実績報告 
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図５ 市町村肝炎ウイルス検診（健康増進事業）陽性率（県・全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 市町村肝炎ウイルス検診（健康増進事業）年代別陽性者割合 

出典：市町村肝炎ウイルス検診実績報告 

出典：市町村肝炎ウイルス検診実績報告 出典：市町村肝炎ウイルス検診実績報告 
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３．肝炎の重症化予防 

 

 

 

 

 陽性者フォローアップ体制の整備 

  肝炎ウイルス検査の結果、「陽性」または「現在、C 型肝炎ウイルスに感染している可能性が

高い」と判定された者の中には、医療機関を受診していない者がいる。また、C 型肝炎ウイルス

検査陽性者では精密検査受診者のうち約 80％が慢性肝炎であった。 

  県では、検査実施主体である保健所・市町村が、検査陽性者のフォローアップを実施するとと

もに、平成 27（2015）年度から、重症化予防事業を実施し、本人の同意を得た上で、受診・診

療状況の確認、陽性者に必要な初回精密検査・定期検査の費用助成事業（所得制限あり）を実施。

R3 年度には、初回精密検査の対象に職域検査・妊婦健診・手術前検査でおおむね１年以内に陽

性と判明した者を追加、定期検査に「治癒後の経過観察」を追加。 

 

表２ 市町村肝炎ウイルス検診分                表３ 保健所、医療機関委託分 

 

 

図７ 市町村肝炎ウイルス検診陽性者数における精密検査受診割合 

陽性者のうち精密検査未受診・未把握等の内訳（H28 年度～R2 年度 5 年間） 

 

 

 
 

表４ 肝炎ウイルス検査陽性者 精密検査受診者のうち医療機関より精密検査結果返送があった者の診断名・今後の方針（H28 年度～R2 年度 5 年間） 

 
 

 

 

※C 型肝炎 精密検査結果に診断名未記入２人、今後の方針未記入９人 

 

・肝炎ウイルス検査で陽性であった者が、その結果を認識し、専門医療機関の受診等の行動

につながる。 

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

陽性者数 4 6 3 8 4 1

初回精密検査助成者数 2 3 0 1 0 1

定期検査助成者数 0 0 0 0 0 0

医療費助成申請者数 0 1 0 1 0 0

HBVキャリア    その他 治療 経過観察     その他

B型肝炎 50 37 3 0 39 1 10

診断名
結果未返送

今後の方針
受診者数

肝がん 肝硬変 慢性肝炎 キャリア その他 治療 経過観察 その他

C型肝炎 27 0 0 22 0 3 6 5 2 5

今後の方針
結果未返送受診者数

診断名

出典：市町村肝炎ウイルス検診実績報告 
出典：県調べ 

出典：県調べ 

出典：市町村肝炎ウイルス検診実績報告 

出典：市町村肝炎ウイルス検診実績報告 

B型肝炎 100 50 24 12 14

C型肝炎 52 27 10 5 10

陽性者数 受診者数 未受診者数
その他

（既治療等）
未把握者数

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

陽性者数 31 18 35 34 34

精密検査受診者数 15 9 17 20 16

初回精密検査助成者数 13 9 10 17 7

定期検査助成者数 1 2 4 1 1

医療費助成申請者数 7 0 4 3 5
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４．肝炎の治療促進 

 

 

 

 

 

 

（１） 肝疾患診療体制の構築 

 

表５ 奈良県肝疾患に関する専門医療機関一覧（拠点病院、中核専門病院、専門医療機関）各年度４月１日現在数 

     

    

 

 

（２）肝炎治療特別促進事業の実施（平成 20 年度～） 

2008 年 4 月から、ウイルス性肝炎に対する抗ウイルス療法への医療費助成を開始し、 

順次対象となる治療法を拡充。 

 C 型慢性肝疾患に対する医療費助成受給者証交付件数は、年々減少傾向にあり平成 28

年度の交付全件数 588 件から R3 年度 116 件と 80％の減少。B 型慢性肝疾患に対する医 

療費受給者証交付件数は、新規交付件数は減少しているが全件数では横ばい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・B 型肝炎及び C 型肝炎の早期治療を促進する。 

・肝炎患者が継続して、病態に応じた適切な医療を受けることができる。 

・肝がん・重度肝硬変患者の医療費の負担軽減を図り、治療効果、患者の生命予後や生活の

質を考慮し、最適な治療を選択できるようにする。 

図８ 肝炎医療費費助成受給者証交付件数（全件） 図９ 肝炎医療費費助成受給者証交付件数（新規） 

表６ ウイルス療法別肝炎医療費受給者証交付件数（全件） 表７ ウイルス療法別肝炎医療費受給者証交付件数（新規） 

 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度※ R3年度

肝炎アナログ製剤治療
（B型ウイルス肝炎）

965 1,017 1,018 1,049 1,111 1,072

インターフェロン治療
（Ｂ型ウイルス肝炎）

1 4 1 0 2 2

インターフェロン治療
（C型ウイルス肝炎）

3 2 1 0 0 0

インターフェロンフリー治療
（Ｃ型ウイルス肝炎）

585 328 282 190 148 116

合計 1,554 1,351 1,302 1,239 1,261 1,190

 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

肝炎アナログ製剤治療
（B型ウイルス肝炎）

101 76 67 50 44 48

インターフェロン治療
（Ｂ型ウイルス肝炎）

1 2 1 0 2 0

インターフェロン治療
（C型ウイルス肝炎）

2 1 0 0 0 0

インターフェロンフリー治療
（Ｃ型ウイルス肝炎）

528 295 252 174 142 114

合計 632 374 320 224 188 162

※ 自動更新（コロナ延長）596 件含む 

出典：県調べ 

出典：県調べ 出典：県調べ 

出典：県調べ 出典：県調べ 
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（３）肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業 

2018 年 12 月から B 型又は C 型肝炎ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変患者の医療費 

の負担を軽減するため、医療費の助成事業を実施。令和 3 年 4 月より「分子標的薬を用い

た化学療法」又は「肝動注化学療法」による通院を追加、1 ヶ月間の肝がん・重度肝硬変 

治療研究促進事業の対象となる医療費が高額療養費の限度額を超えた対象月数が助成月を

含み過去 12 ヶ月以内に 3 回以上ある場合に助成に要件を変更。 

 

 

 

 

 

 

５．人材育成 

 

 

 

    

 

 

肝炎医療コーディネーター養成 

   県内の拠点病院、中核専門病院、専門医療機関並びに保健所および市町村の肝炎対策 

  担当部署に少なくとも１名は肝炎コーディネーターが配置されるように、県肝疾患診療拠点 

病院と連携して、肝炎医療コーディネーター養成研修を開催し、受講者を肝炎医療コーデ 

ィネーターとして認定している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・患者が適切な肝炎医療や支援を受けられるように、医療機関、行政機関その他の地域間の

橋渡しを行い、検査未受診者に対する肝炎ウイルス検査の受検、陽性者に対する保健指導、

肝炎患者等からの相談対応、肝炎に対する正しい知識等の情報提供、普及啓発を行うための

人材を養成。 

表８ 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業申請件数 

表９ 肝炎医療コーディネーター認定数（R4 年 3 月 31 日現在） 

表１０ 県内肝疾患拠点・中核専門・専門医療機関における肝炎医療コーディネーター配置状況（R4 年 3 月 31 日現在） 

※３９市町村中２８市町村に配置 

※R２年度は、新型コロナ感染拡大により課内 BCP で開催なし 

出典：県調べ 

出典：県調べ 

出典：県調べ 

総数 設置数

奈良 18 5 27.7% 35

西和 16 3 18.8% 15

東和 16 4 25.0% 11

中和 14 3 21.4% 44

南和 3 2 66.6% 7

合計 67 17 25.4% 112

拠点・中核・専門医療機関
医療圏 設置割合 配置人数

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

申請件数 3 6 6 3

助成件数 0 24 3 9
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６．肝炎患者への支援 

 

 

   相談支援 

    2016 年度から県拠点病院の肝疾患相談センターに保健師の相談員に加え、専従医師を配

置し、患者だけでなく医療関係者からの相談にも対応している。また、県内保健所において

も肝炎患者等からの相談に対応。 

 

表１１ 保健所・肝疾患相談センターにおける相談対応件数（延べ数） 

 

 

 

 

   情報提供 

    肝疾患相談センター、県ホームページで肝炎に関する情報を発信。 

 

 

 

 

 

 

 

       

・肝炎患者等及びその家族等の不安や精神的負担の軽減を図る。 

・県民にわかりやすい情報提供をおこなう。 

 

出典：県調べ 


